
























































































である。「質の高いインフラ投資」は 2015 年頃から提唱されるようになったが、2017 年の
改訂版において「質の高いインフラ投資」の考え方の国際的な定着が盛り込まれた。これ
もマーケティングの一環と考えて良いかもしれない2。マーケット・アプローチやマーケテ


























フラ輸出の 2020 年の目標額も、2010 年の新成長戦略での 19.7 兆円から、インフラシステ
ム輸出戦略では 30 兆円に上方修正される。交通や通信分野では、インフラ輸出を支援する
ために政府が出資する新たな会社も相次いで設立された。インフラ事業を含む途上国への



























































































ための金額は毎年 8 兆 9 千億円に上ると推計しているが、これは公的な固定資本形成の 4
割弱に相当し、この規模の予算を永久に確保することは不可能であろうと述べている。こ
                                                  


























る。これに対して日本では 1999 年に PFI 法が成立し、2008 年頃までは順調に契約金額も
拡大してきたが、その後は停滞している。件数ベースでは 2010 年を底に拡大しているもの
の、金額的には 2000 年代後半の水準の半分程度である（図－１参照）。
                                                  
5 日本経済新聞（2014）「インフラ市場異種争奪戦（上）（中）（下）」2014 年 10 月 23 日、同

















                                                  






























































                                                  
8 日本経済新聞[2016]「前田建設連合、道路運営は金の卵 民間初の優先交渉権獲得」２０１６










年のインフラ受注の実績額は約 20 兆円であり、これを 2020 年には 30 兆円に引き上げるこ
とを目標としている。日本の輸出額は現在 70～75 兆円程度であるから、輸出の 4 割弱をイ
ンフラ関連で稼ごうとしていることになる。これが達成可能な目標であるかはさておき、
基準となる 2010 年の実績が 10 兆円であるので、単純に計算すれば毎年２兆円の増加とな
る。GDP は付加価値であるが輸出は額面ベースであるので、単純な比較はできないものの











さくなる9（事業投資による収益は GNI を押し上げるものの、GDP の計算からは除かなく
てはならない）。事業投資は、たとえば総合商社が事業投資会社としての性格を強くしてい
るように、日本企業の海外展開上での重要な柱となりつつある。インフラ輸出に関しても、
















































































































































































































































































































                                                  
15 本稿の趣旨からは離れるが、途上国の開発が目的である ODA について、商業的動機は言わば





































































































既述のとおり 2015 年のインフラ輸出の実績は約 20 兆円で、2030 年の目標である 30 兆
円の達成のための軌道に乗っていると発表されている。毎年同じ率で指数的に増加してい
くとするならば、2015 年の実績はむしろ目標を上回るペースで進んでいる（因みに 2014
年も 19 兆円と概ね同じ大きさ）。しかし 2010 年には全体の 15％程度であったインフラ輸
出の比率を、2020 年には日本の輸出の約 4 割近くにまでが上げることが本当に可能なので
あろうか17。そのことを見るため輸出実績と目標を部門別に確認する（表－1 参照）。
表－1 インフラ輸出の部門別の実績と目標（単位：兆円）
                                                  
17 2010 年は全輸出額 67 兆円に対してインフラ輸出は 10 兆円（14.9％）、2015 年は全輸出額
75.6 兆円（2016 年は 70 兆円）、インフラ輸出 20 兆円である。2020 年について、インフラ以外




















エネルギー 3.8 4.4 9 3% 9% 5.8 -1.4
交通 0.45 1.3 7 24% 32% 1.8 -0.5
情報通信 4 9.4 6 19% 4% 4.9 4.5
基盤整備 1.01 1.7 2 11% 7% 1.4 0.3
生活環境 0.3 0.5 1 11% 13% 0.5 -0.0
新分野 0.65 n.a. 5 n.a. 23% 1.8 n.a.
合計 10.51 20 30 14% 11% 17.8 2.2
（出所）2010 年実績と 2020 年の目標は、経協インフラ戦略会議「インフラシステム輸出戦略（平成 25
年度改訂版）」、 2015 年実績は同「インフラシステム輸出戦略フォローアップ第 5 弾」








情報通信の実績は、「インフラシステム輸出戦略フォローアップ第 5 弾」では通信事業 6.0
兆円、通信機器等 3.4 兆円とされている。2010 年の前者は 1.0 兆円、後者が 3.0 兆円であ
ったため、伸びの大半は前者（通信事業）による。1 兆円から 6 兆円に増加しているので伸
び率は実に年率 43％にもなり、インフラ輸出の中でこの部分だけが際立って増加している
ことになるが、その内訳はわからない。通信機器については、情報通信白書（平成 28 年版）








産見通し』（2017 年 12 月、以下の数字も同資料より）によると、日本の電子工業の国内生
産額は合わせて 12.3 兆円であり、このうち通信機器は 1.2 兆円である。通信機器の生産額
は、そもそもインフラ輸出として発表されている通信機器の輸出額より小さいので、電子







主要企業（たとえば NEC や富士通など）の海外売上高比率とは、ICT 機器の輸出やソリュ
ーションビジネスの海外受注などである。ソリューションビジネスは、日本企業の世界生











次に、基盤整備は工業団地と建設業からなる。2010 年の実績は前者が 100 億円、後者が
一兆円と、金額的にはほぼ全てが建設業である。「推計方法」によると、データは海外建設






で全体の 54％である。仮に 2015 年も同じ比率であるとするならば、1.7 兆円の受注のうち










                                                  
19 内訳は、半導体 3.2 兆円、ディスプレイ・ディバイス 2.2 兆円、電子部品 2.6 兆円、その他電
子機器 1.3 兆円、コンピューター及び情報端末 1.1 兆円、通信機器 1.2 兆円、AV 機器 0.7 兆円。















































エネルギー 3% 電力 2.3%
石油・ガス -15.5%
交通 24% 交通 -2.7%
情報通信 19% 通信 3.7%
基盤整備 11% n.a.
生活環境 11% 水 8.6%
新分野 n.a. n.a.
合計 14% 経済インフラ合計 0.8%



















                                                  
21 推計方法の解説と違いは広田[2017]参照。
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2020 年のインフラ需要の 32％が維持管理費であるとされている。あるいは 5 割を超えると
の別の推計もある22。ADB[2017]では詳しい記載はないものの、本文中で新規建設対維持管
理・リハビリ比率が 4：3（気候変動を加味した推計では 3：2）とされている。最も保守的




維持管理費の推計には Fay and Yepes[2003]が示した手法が一般に使われる。維持管理費
としてインフラストックに一定比率を乗じた額を毎年の維持管理費とする。その割合はセ
クターによって異なっており、電力・道路・鉄道がストックの 2％、水は 3％、通信 8％で
                                                  
22 Ruiz-Nunez and Wei[2015]の推計による
23 たとえば ADB[2017]ではアジア地域の毎年のインフラ需要は、ベースライン 1.503 兆ドル、
気候変動対策を含むと 1.744 兆ドルと推計している。このうち今や日本企業のインフラ輸出マー
ケットとなりにくい中国分の 0.875 兆ドルを除き、更に維持管理費相当として 32％を除くアジ
アの新規建設需要は 0.427 兆ドル（約 47 兆円）ということになる。このうち専ら現地企業によ
って行われるような土木工事が相当に多いので、47 兆円市場と言っても外国企業が参入できる
案件はかなり限定される。たとえば円借款案件の受注実績では、相手国企業の受注率が常に 6
割を超えているので、仮にその率を当てはめると 47 兆円市場のうち最大でも 4 割程度（19 兆
円）が外国企業に受注機会がある部分となる（実際はこれより小さいと思われる）。インフラ輸
出目標である 30 兆円のうち、たとえば 4 割（輸出全体に占めるアジア向けの比率）をアジア向



















ると、経済インフラ（運輸、電力、水、通信）2 兆 5,390 億ドルに対して、社会インフラは


























国際競争力指標（ICI: International Competitiveness Index）とは次の式で計算される。
ICI=(EXij-IMij)/(EXij+IMij)
ここで EX と IM はそれぞれｊ国のｉ財についての輸出と輸入である。定義により ICI は







次に顕示比較優位指数（RCA: Revealed Comparative Advantage）は以下で表される。
RCA＝(EXij/EXj)/(EXiw/EXw)
w は世界全体を表す。RCA はある財の一国における輸出比率が、世界全体のその財の輸












はじめに電力について、発電機（SITC-79）の ICI と RCA の日中韓の比較は図－3、4
のとおりである。












































鉄道車両の ICI も電力と同じように 2000 年頃は日本が 3 か国の中で圧倒的に高かった。
しかし中韓の伸びは著しく、2010 年頃には日本とほぼ同じ水準となった。日本の RCA は
元々ほとんどの年で 1 を下回っており、比較優位のある部門とは言い難かったが、3 か国の
比較でも 2010 年以降は 2016 年を除き全ての年で中国を下回るようになった。反対に中国
では RCA が１を超え比較優位部門へと変貌していった。輸出の絶対額でも 2007 年に中国
は日本を上回り、それ以降は 2009 年を除き常に中国の輸出額の方が大きくなっている。そ









                                                  
26 2016 年の日本の車両輸出は 12.9 億ドルと前年の 8.8 億ドルから 46％伸び、中国の半分近く
にまで迫った。この伸びの要因は専ら英国向けの輸出が伸びたことにある。英国向け輸出は 7.7






















が 2010 年の 1 兆円から 2015 年には 6 兆円と大きく伸びている一方、通信機器は 3.0 兆円
から 3.4 兆円と微増である。その内訳が定かではないことは既に述べたが、後者に関連して







（SITC-76）は 1 を下回っており中程度であるとしている。図－7 からも明らかなように日


































されていった。世界の建設企業の売上上位を見ても、90 年代には世界の上位 6 社のうちの
5 社を日本企業が占めていたが、2012 年にはベスト 10 から日本企業は姿を消し、最高が大
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別添１ インフラ輸出戦略（平成 29 年度改訂版）の構成
第１章総論
第２章具体的施策
１． 企業のグローバル競争力強化に向けた官民連携の推進
（1） 多彩で強力なトップセールス及び戦略的対外広報の推進
（2） 経済協力の戦略的展開（政策支援ツールの有効活用）
（3） 官民連携体制の強化
（4） インフラ案件の面的・広域的な取組への支援
（5） インフラ案件の川上から川下までの一貫した取組への支援
（6） インフラ海外展開のための法制度等ビジネス環境整備
２． インフラ海外展開の担い手となる企業・地方自治体や人材の発掘・育成支援
（1） 中小・中堅企業及び地方自治体のインフラ海外展開の促進
（2） グローバル人材の育成及び人的ネットワーク構築
（3） 我が国企業のインフラシステム輸出にかかる競争力の強化
３． 先進的な技術・知見等を活かした国際標準の獲得
（1） 国際標準の獲得と認証基盤の強化及び「質の高いインフラ投資」の定着
（2） 先進的な低炭素技術の海外展開支援
（3） 防災先進国としての経験・技術を活用した防災主流化の主導
４． 新たなフロンティアとなるインフラ分野への進出支援
（1） 新たなインフラ分野への展開
（2） ICT 活用によるインフラ競争力強化
５． エネルギー鉱物資源の海外からの安定的かつ安価な供給確保の推進
（1） 天然ガス
（2） 石油
（3） 鉱物資源
（4） 石炭
（5） エネルギー分野における自由貿易の推進及び投資保護等
（6） その他
第 3 章地域別取組み方針
１．ASEAN 地域
２．南西アジア、中東、ロシア・CIS、中南米地域
３．アフリカ地域
４．その他（先進国等）
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